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2021年11月6日(土)13：30～16：30
オンラインにて開催

リ
カ
レ
ン
ト
教
育
の
可
能
性

○開催趣旨
人生100 年時代、society5.0の到来による社会の変化を踏まえて、社会人を対象とする大学・大学院教育の
重要性が指摘されてきました。これまでの東洋大学の歩みを顧みると、創立者・井上円了の目指した「余資なく、
優暇なき者」のための「社会教育」と「開かれた大学」の理念を継承した様々な取り組みにより、日本の社会人
教育の一翼を担ってまいりました。他方で、現代社会の社会人教育への要求は大きく変化しつつあります。大
学・大学院教育において遠隔授業が普及する一方で、履修証明制度が本格化するなど、制度面での整備も進
んでいます。その中で現代社会のリカレント教育への要求はどこにあるのか、それに対して大学はどのような対
応が可能なのか、またそれを実現するには何を必要するのか。いくつかの観点から論じてまいります。

お問い合わせ：東洋大学IR室 mlfdjimu@toyo.jp

主催：東洋大学ＩＲ室

2021年度 東洋大学IRシンポジウム

○ プログラム

参加
無料

お申込はコチラ

13：30～14：00 ● 開会挨拶・講演 東洋大学のリカレント教育とその課題

矢口 悦子
東洋大学 学長・IR室長・文学部教授

14：00～14：30 ● 基調講演 リカレント教育の新局面

金子 元久
筑波大学 特命教授、東京大学 名誉教授

14：30～14：35 ● 休憩

14：35～15：10
（質疑応答を含め）

● 講演３ 産学連携によるリカレント教育の推進

長谷川 知子
一般社団法人日本経済団体連合会 常務理事

15：10～15：35 ● 講演４ 「実践知」を伝える東京電機大学のリカレント教育

佐藤 太一
東京電機大学 学長補佐・工学部先端機械工学科教授

15：35～16：00 ● 講演５ 学生調査からみた東洋大学の夜間部教育の意義

劉 文君
東洋大学 IR室教授

16：00～16:30 ● パネルディスッション
パネリスト：矢口 悦子 金子 元久 佐藤 太一 劉 文君
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○申込期限 2021年11月3日(水)
○申込方法 下記のURLまたは右記のQRコードから申込が可能です。
リンク https://forms.gle/hEmg9W79GhudES8a9

登壇者紹介（登壇順）

矢口悦子 東洋大学 学長・IR室長・文学部教授

お茶の水女子大学大学院人間文化研究科（博士課程）単位取得退学。博士（人文科学、1998年）。専門は社
会教育学、生涯学習論。2003年4月から東洋大学文学部教授。文学部長、社会貢献センター長などを歴任し、
2020年4月から現職。著書：『イギリス成人教育の思想と制度－背景としてのリベラリズムと責任団体制度―』
新曜社（1998年）。『地域を支える人々の学習支援―社会教育関連職員の役割と力量形成―』（共）東洋館出
版社（2015年）、『英国の教育』（共）東信堂（2017年）など。

長谷川知子 一般社団法人日本経済団体連合会常務理事

上智大学大学院外国語学研究科国際関係論修了(修士)。米国コロンビア大学大学院国際公共政策大学
院(ＳＩＰＡ)修了(修士)。1988年、経済団体連合会(当時)事務局入局。国際経済部、広報部、国際経済本
部北米・オセアニアグループ長、社会広報本部主幹（企業行動・ＣＳＲ担当）・副本部長、教育・スポーツ推
進本部副本部長（教育・人材育成担当）、教育・ＣＳＲ本部長、ＳＤＧｓ本部長を経て、2021年4月より現職。

金子元久 筑波大学特命教授、東京大学名誉教授

Ph.D(シカゴ大学、1985年）。アジア経済研究所所員、ニューヨーク州立大学アルバニー校客員助教
授、世界銀行コンサルタント、東京大学教授、同大学大学総合教育研究センター長・大学院教育学研
究科長・教育学部長、国立大学財務経営センター研究部長などを歴任。中央教育審議会委員、日本学
術会議会員、日本高等教育学会長などを歴任。著書：『大学の教育力：何を教え、学ぶか』筑摩書房
（2007年）、『大学教育の再構築：学生を成長させる大学へ』、玉川大学出版部（2013年）等多数。
東京大学社会人教育・研究を行う大学経営・政策コース、大学経営・政策研究センターの創設者、全
国大卒者調査、全国大学教育に関する職業人調査など実施、リカレント教育に関する著作多数。

劉文君 東洋大学 IR室教授

東京大学博士課程修了、博士（東京大学、2003年）。専門は高等教育、職業教育。日本学術振興会特
別研究員、東京大学大学総合教育研究センター特任研究員、同大学政策ビジョン研究センターシニア研
究員などを経て現職。著作：『中国の職業教育拡大政策―背景・実現過程・帰結』東信堂学術出版社
（2004年）など。また文部科学省大学改革推進委託事業『大学におけるIR（インスティテューショナ
ル・リサーチ）の現状と在り方に関する調査研究』（東京大学、2014年）、日本私立大学連盟大学
『これまでのI RこれからのI R』（2018年）などの執筆を分担。

佐藤太一 東京電機大学学長補佐・工学部先端機械工学科教授

1983年に東京工業大学大学院総合理工学研究科博士課程修了，工学博士取得．同年，日立製作所
機械研究所に入社．1994年8月まで同社の研究員として，磁気ディスク装置，プリンタ，エレ
ベータ，エアコンなど，各事業所で開発される製品の低振動・低騒音化技術の研究に従事．同年
東京電機大学理工学部助教授に転じ，理工学部教授，工学部教授，工学部長，工学部第二部長，
エクステンションセンター設置準備室長などを経て現職．東京電機大学では，「構造物の動的設
計法」を始めとする振動・音響に係わる研究に従事．学会では，2009年度日本機械学会教育賞
「大学・企業連携による学生のための集中技術者導入教育」を受賞。

申込期限・方法

当日接続方法

本学公式Webサイト内のシンポジウム特設ページよりご視聴いただけます。
接続先情報は申込時にご登録いただいたメールアドレス宛にお送りします。

お申込はコチラ
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City Management Course 

PPP Business Course

Global PPP Course
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Sato Lab.

Taichi SATO

　「実践知」を伝える 
東京電機大学のリカレント教育

東京電機大学 
工学部 先端機械工学科 
佐藤　太一 

Sato Lab.

Taichi SATO

東京電機大学の紹介
2

ラジオの実験放送開始

日本発のテレ
ビ公開実験

東京電機大学設立 
工学部第一部設置 
初代学長丹羽保次郎

工学部第二部設置

東京千住キャン
パス開設

(NHKは1925年)

【建学の精神】

【教育・研究理念】

５研究科,５学部に約１
万人の学生が在籍する
理工系の総合大学 

※卒業生は21万人以上

大学院開設（神田） 
日本初の夜間大学院 ※現在は昼夜開講制

工学部第二部に 
「実践知重点課程」設置

未来科学部設置（神田)

1924年

1928年

1949年 
1952年 1958年

1977年 理工学部開設（鳩山）

1990年

千葉ニュータウン
キャンパス開設

2012年 2017年

2018年

1907年

私立電機学校創立
廣田 精一 
扇本眞吉

システムデザイン
工学部設置(千住)

2007年Key 
✦ 企業技術者
✦ 夜間(働く人のため)
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Sato Lab.

Taichi SATO

概要

■ 工学部第二部(夜間部)の改編
● 社会人課程(実践知重点課程)ならびに実践知
重点科目の設計･設置

■ 「働く」社会人(技術者)のための教育プ
ログラムの開発

■ その他
● 履修証明と学生の技術者導入教育

3

Sato Lab.

Taichi SATO

工学部第二部の構成とH30年度改編
4

社会人コース 
学生

社会人コース 
学生

社会人コース 
学生

社会人課程 
学生

社会人課程 
学生

社会人課程 
学生

はたらく
学生入試

入学定員 
60名/学科

社会人課程 
（実践知重点課程）

H30以降
❶ ❸

❷

H29以前
入学定員 
50名/学科社会人コース
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Sato Lab.

Taichi SATO

社会人課程での学び「実践知重点科目」　
5

「実践知重点科目」を 
一般学生よりも多く学ぶ

社会人課程 
学生

社会人課程 
学生

社会人課程 
学生

社会人課程 
（実践知重点課程）

Sato Lab.

Taichi SATO

6

企業からの要望調査

■ 複数の企業にヒアリング実施　 
■ 対象企業　規模別（大中小）１社ずつ 
　　　　　※全て技術系の企業 

■ 対象者　　経営者・社内教育責任者 
■ 実施時期　平成28年6月～7月
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Sato Lab.

Taichi SATO

7

企業からの要望調査

■ 従業員の送り出し＝業務上のリスク 
■ なるべく短期間の送り出しを希望 
■ 企業のニーズは多種多様（規模・業種別） 
■ 企業内教育の充実は困難（特に中小企業） 
■ 特定の資格のニーズ（技術士・電験三種など） 
■ 実践的な教育内容に価値を置く

Sato Lab.

Taichi SATO

8

企業の要望・アンケート結果

■ 外部調査業社に委託 
■ 調査概要 

✔目的：理工系大学（夜間部）の企業人教育にあたり、 
　　　※企業経営者及び従業員を対象とした調査を実施し、 
　　　　そのニーズや要望を明らかにする。 
✔手法：インターネット調査 
✔配信：8,097件（内5,085件回収） 
✔地域：東京都、千葉県、埼玉県、神奈川県、茨城県 
　　　　（北千住からの通勤圏内） 
✔期間：平成28年11月 
※調査対象の企業の職種は技術系、従業員規模は100人以上 
　従業員は20歳～49歳の男女
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Sato Lab.

Taichi SATO

9

企業の要望・アンケート結果

■ 就業時間、通学時間の課題
■ 土日・祝日を利用した講義を希望
■ 教育内容：
実践的な設計・開発力，実践的なシミュレー
ションが上位

■ キャリアアップに有利なもの：
学位（学士）＜実践的スキル修了証＜特定の資格
の順で回答あり

Sato Lab.

Taichi SATO

10

本課程の意義

● 〈実践〉の主体は「企業(現場)」〈知〉の主体は「大学」
● 大学での〈知〉だけで，技術者は育たない．
● 企業におけるOJT〈実践〉を通して，技術者は育つ．技
術者が一人前になるには，一般に時間がかかる．

● 実践知重点課程は，〈知〉と〈実践〉との掛け橋になっ
てプロ技術者(「実践知リーダ」)の早期育成を目指す．

長
時間
短
時間
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Sato Lab.

Taichi SATO

パラシュート勉強法の導入
11

一般学生課程

基礎からコツコツと

社会人課程

山頂の美しい眺めから

�����
���
	������ 【参考】パラシュート勉強法の教育スタイル

（「超」勉強法　野口悠紀雄著）

Sato Lab.

Taichi SATO

12

3ユニットで構成 _ 実践知重点科目

「ものづくり」から 
「安全・安心」までの 
流れに沿った 
ストーリー性を 
持たせた科目配置
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　　創造設計･開発学　　
（1科目：15回授業）

Sato Lab.

Taichi SATO

科目の特徴 _ 実践知重点科目
13

電気電子系

機械系

情報通信系

技術分野横断型
企業出身者が多い

Sato Lab.

Taichi SATO

分野横断型科目数
14

H30以降H29以前

25 26 27 28 29 30 

9

社会人コース科目 実践知重点科目
18（科目数） 

0 

年度 

0 0 0 0 0

9

31 
R1 R2

9
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Sato Lab.

Taichi SATO

科目担当実務家教員数
15

H30以降H29以前

25 26 27 28 29 

62.7%

25.0% 25.0% 23.8% 23.8%

社会人コース科目 実践知重点科目

実務家教員数
社会人向け科目担当教員数

100（％） 

0 

年度 

23.8%
本学における「実務経験のある教員」の定義
企業、研究所等（民間・公的機関・大学病院を含む）
に１年以上の勤務経験のある専任教員

割合

75.6%

30 31 
R1 R230 31 
R1 R2

75.0%

Sato Lab.

Taichi SATO

アクティブラーニング
16

H30以降H29以前

25 26 27 28 29 

0% 

41% 

3% 4% 7% 8% 

社会人コース科目 実践知重点科目

アクティブラーニング開講コマ
社会人向け開講コマ（15コマ／科）

100（％） 

0 

年度 

割合

48% 

30 31 
R1 R2

44% 
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Sato Lab.

Taichi SATO

概要

■ 工学部第二部(夜間部)の改編 
● 社会人課程(実践知重点課程)ならびに実践知
重点科目の設計･設置 

■ 「働く」社会人(技術者)のための教育プ
ログラムの開発 

■ その他 
● 履修証明と学生の技術者導入教育

17

Sato Lab.

Taichi SATO

実践知重点科目の位置づけ　
18

実践知重点科目
工学部第二部の社会
人課程の学生が学修
する科目
社会人課程「以外」の学生も履修で
きるように制度設計 ）（

企業人が技術研修と
して学修する科目

社会人
(企業人)向け

大学の学生
向け

　学生だけでなく 
_ 企業人の学びに展開
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Sato Lab.

Taichi SATO

実践知重点科目の捉え方
19

東京電機大学　

工学部第二部　

 各学科専門科目

1年　 2年　 3年　 4年　

大学での
一般の履修

実践知重点科目　
（履修できる年次は入学経路に

より異なる）

一般教養系科目

　学生だけでなく 
_ 企業人の学びに展開

Sato Lab.

Taichi SATO

実践知重点科目の捉え方
20

東京電機大学　

工学部第二部　

1年　 2年　 3年　 4年　

技術者「研修」
としての履修

複数の科目を「最短1年」
で受講・単位取得

特定技術分野(モジュール)を
「集中的」に受講

単一の科目を「半年」
で受講・単位取得

履修証明

プログラム

企業人

特別聴講生

科目等

履修

実践知重点科目　

「学生主体」に加え，
社会人にとって学びの機会を

　学生だけでなく 
_ 企業人の学びに展開
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Sato Lab.

Taichi SATO

短期間で実践的能力を修得
21

実践知
重点科目

学修に必要な期間

社会人課程（実践知重点課程）

履修証明 
（実践知プログラム）

モジュール

科目等履修 15週

最短で5週

4年

企業人のライフ
スタイルに適し
た形態

1～4年(履修形態による)

　学生だけでなく 
_ 企業人の学びに展開

Sato Lab.

Taichi SATO

モジュール化（特定技術分野特別聴講）
22

実践知重点科目
の一部

シミュレーション実践学 応用失敗学

同一技術分野をまとめて
　電気電子／機械／情報通信／建築
　の各モジュールに
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シミュレーション実践学 応用失敗学

Sato Lab.

Taichi SATO

履修証明プログラム化
23

実践知重点科目
の一部

実践知重点科目（全18科目）から
　８科目を選択
６科目修得により履修証明書を授与

Sato Lab.

Taichi SATO

概要

■ 工学部第二部(夜間部)の改編 
● 社会人課程(実践知重点課程)ならびに実践知
重点科目の設計･設置 

■ 「働く」社会人(技術者)のための教育プ
ログラムの開発 

■ その他 
● 履修証明と学生の技術者導入教育

24
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Sato Lab.

Taichi SATO

国際化サイバーセキュリティ学特別コース
(CySec) 

25

■2015年大学院未来科学研究科に履修証明プログラムとして
「国際化サイバーセキュリティ学特別コース(CySec)」を開講 

■プログラムの特色は、サイバーセキュリティ(Cys)技術領域の
みの教育ではなく、法律・経済・外交・心理・倫理等の分野
等、CySに関わりのある内容も高度なレベルで教育すること
で、経営・運営・折衝・監査等も先導可能な高度CyS専門家を
養成すること

■開設以来修了者は168名　※令和3年度前期末時点

■https://cysec.dendai.ac.jp/

Sato Lab.

Taichi SATO

大学・企業連携による 
学生のための集中技術者導入教育

26

■ 情報・知能・精密機器(IIP)部門の教員で，合宿形式の教育の
場を企画・実施 
● 技術者として大学で得た知識をどのように活用していくか 
● 学生の主体的な技術交流（→将来の技術者ネットワーク） 

■ 日本機械学会　教育賞　2010年

受賞者メンバー 企業技術者による講演
54



Sato Lab.

Taichi SATO

ご清聴ありがとうございました

55



•

•

•

•

•

•

•

2

56



•

•

•

•

•

3

•

•

•

•

•

4

57



5

•

•

•

6

26%

35%

35%

39%

62%

48%

10%

32%

35%

38%

40%

49%

50%

55%

1
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11.8

24.4

35.3

27.8

17.9

33.7

38.9

48.9

18.5 

19.5 

21.3 

23.7 

24.0 

35.9 

40.8 

61.7 

1
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17

13.0%

9.5%

21.3%

20.0%

31.6%

7.1%

38.3%

11.1%

14.2%

18.3%

18.5%

26.9%

30.2%

33.1%

N=513 1 N=3,675

18

41.9%

35.5% 36.0%
33.4%

53.8%

58.7% 55.7%
57.8%

64



19

20

65



•

•

•

•

•

•

•

•

•

•

•

•

21

•

•

•

•

•

•

•

22

66



 

● 2021年度 IR室運営委員会委員 

委員長 矢口 悦子 （IR室長・学長） 

東海林 克彦（教務部長・副学長） 

早川 和宏 （学生部長・副学長） 
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劉 文君  （IR室教授） 

井上 敏生 （学長室長・大学評価支援室長） 

高橋 清隆 （専門委員・国際部長） 

 

● 2021年度 IR室事務担当（学長室学長事務課） 
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